
兵庫県議会議長 浜田 知昭 様 

「第 1 号議案 令和 7 年度兵庫県一般会計予算」等の編成替えを求

める動議 

「第 1 号議案 令和 7 年度兵庫県一般会計予算」等の編成替えを求

める動議を次のとおり提出する。 

２０２５年３月２４日提出 

提出者 兵庫県議会議員  

庄 本 えつこ 

久保田 けんじ 

                

 「第 1 号議案 令和 7 年度兵庫県一般会計予算」等の編成替えを

求める動議 

第１号議案 令和７年度兵庫県一般会計予算 

第４号議案 令和７年度兵庫県公共事業用地先行取得事業特別会

計予算 

知事は、これを撤回し、下記のように、速やかに編成替えを行い、

再提出することを求める。 

 

 



予算案の編成替えを求める動議項目 

 

第１号議案  令和７年度兵庫県一般会計予算 

 

 歳 入  ３０，６４９，６２０千円を減額する。 

 

１ 分担金及び負担金を９２４，８４４千円減額する。 

２ 使用料及び手数料を１０，９５４千円減額する。 

３ 国庫支出金を９，２７３，７４９千円減額する。 

４ 繰入金を１２４４，０６１千円増額する。 

５ 諸収入を２８，２１９千円減額する。 

６ 県債を２１，６５５，９１５千円減額する。 

 

 歳 出  ３０，６４９，６２０千円を減額する。 

 

１ 総務費１５，４８６，５８８千円を減額する。 

(1) 被爆 80 年・北東アジア非核地帯創設のために海外協力推進費の北東アジ

ア地域自治体連合関係経費を２，０００千円増額する。  

(2) 県債管理基金積立金１２，０００，０００千円を削除する。 

(3) 県広報活動費を整理し、よりわかりやすい広報に改めるため、１３６，０

３０千円を減額する。 

(4) 電子申請システム推進事業費は、問題のある住民基本台帳システムを基盤

としたサービスなので、３７，７８１千円を削除する。 

(5) 総合的情報通信ネットワーク推進事業費も、同様に、１０１，１９５千円

を削除する。 

(6)  マイナンバーネットワーク構築事業費は、問題のあるマイナンバー関連事

業であり、４７，８１９千円を削除する。 

(7)  電子計算組織運用事業費等は、問題のあるマイナンバーの経費が含まれて

おり４６９，３０１千円を削除する。 

(8) 淡路夢舞台国際会議場管理運営費を見直し、１１４，９５３千円を削除す

る。 

(9)  自衛隊員募集事務費は、４５３千円を削除する。 

(10) 行財政運営推進費は、県民サービス削減を推進するものが含まれており、

９，３９３千円を削除する。 

(11) 関西広域連合分担金は、４１３，３１５千円を削除する。 

(12) 兵庫情報ハイウェイ運用事業費等は、過大なため、事業を見直し、８０４，



４５３千円を減額する。 

(13) 万博推進費は、７３６，８９５千円を削除する。 

(14) 兵庫県域の大阪湾ベイエリア活性化推進事業費は、１３，２７８千円を削

除する。 

(15) ひょうご楽市・楽座実施事業費は、３７３，１３９千円を削除する。 

(16) 水素社会普及促進事業費は、１４，０１８千円を削除する。 

(17) 住民基本台帳ネットワークシステム推進事業費は、１５８，９７８千円を

削除する。 

(18) 兵庫県住宅再建共済制度実施事業費は、宣伝費等が過大なため、５７，５

８７千円を減額する。 

 

２ 民生費７，０４２，０４４千円を増額する。 

(1) 重度障害者児医療費公費負担助成費について、世帯合算をやめ第２次行革

プラン前並にもどすため、７９，０００千円を増額する。 

(2) 老人医療費公費負担助成費について、「最終 2 カ年行革プラン」での廃止

を中止し、事業復活させるため、２４５，０００千円を計上する。 

(3) 高齢者補聴器購入補助事業費に、１２０，０００千円を計上する。 

(4) 乳幼児等医療費公費負担助成費は、中学卒業まで、一部負担と所得制限を

なくして完全無償化するために、６，８６０，０００千円を増額する。 

(5) 母子家庭等医療費給付事業助成費は、「第三次行革プラン」による対象者削

減のうち、母子・父子と高校生の生徒分の負担増を元にもどすため、３５，００

０千円を増額する。 

(6) 人権啓発事業費は、２２６，６４８千円を減額する。 

(7) 高齢期移行助成事業費は、老人医療費公費負担助成費として復活させるた

め、７０，３０８千円を削除する。 

 

３ 衛生費２，６８２，５３９千円を減額する。 

(1) 石炭火力発電所廃止促進事業を創設し、３,０００千円を計上する。 

(2) 再生可能エネルギーを抜本的に普及するために、再生可能エネルギー普及

総合支援事業を創設し、１００，０００千円を計上する。 

(3) 看護師学生等就学資金支援金を創設し、人材確保支援のため３０,０００

千円を計上する。 

(4) 地球温暖化対策推進のために水素の導入ではなく、再生可能エネルギーの

抜本的導入を促進するため、自動車環境等対策費のうち燃料電池トラック導入

促進補助事業、水素ステーション整備費補助事業、パッケージ型水素供給設備導

入事業費補助１８８，４６０千円を削除する。 



(5) 地域医療構想推進体制強化事業費は、病床削減など、医療体制を後退させ

るものであるため２７，０７９千円を減額する。 

(6) 病床機能転換・再編統合等支援事業費から、急性期病床等の削減に係る費

用、２，６００，０００千円を減額する。 

 

４ 労働費４５，５２６千円を減額する。 

(1) ジェンダー平等促進中小企業支援事業費を創設し、１００，０００千円を計

上する。 

(2) 労働委員会の委員等の報酬を見直して、５４，４７４千円を減額する。 

 

５ 農林水産費３６３，０９１千円を減額する。 

(1) 中山間地の小規模農家を支援する小規模農家公的サポート事業を創設し、

１４０，１６９千円を計上する。 

(2) 国直轄事業負担金は、国が負担するべきであるため、３１６，０００千円

を削除する。 

(3) 県営森林基幹道開設事業費は、不要不急の事業を見直し、１８７,２７０千

円を減額する。 

 

６ 商工費１，４９０，７５６千円を減額する。 

(1) 中小企業賃上げ支援事業を創設し、２，０００，０００千円を計上する。 

(2) 店舗・住宅リフォーム助成事業を創設し、１２０,０００千円を計上する。 

(3)  地域経済活性化支援費補助は、商工会議所等を通じた小規模対策事業を改

めるため、１，５９０，４７３千円を減額する。 

(4) 産業立地促進補助費は、大企業中心の補助金事業を見直し、２，０２０，

２８３千円を削除する。 

 

７ 土木費３３，５２７，５１１千円を減額する。 

(1) 土木管理事務職員費は、災害対応の強化などにより、１３土木事務所に各

１名の増員をはかるため、１０４，０００千円を増額する。 

(2) ひょうご住まいの耐震化促進事業費は、３００，０００千円を増額する。 

(3)  播磨臨海地域道路計画調査費は、必要性・採算性に疑問のある道路計画な

ので、３６，０００千円を削除する。 

(4)  東播丹波連絡道路関連調査費は、必要性・採算性に疑問のある道路計画な

ので、１０，０００千円を削除する。 

(5) 道路橋りょう事業事務費を見直し、１，９５０，３６２千円を減額する。 

(6) 大阪湾岸道路西伸部整備事業費補助は、４１６，５３６千円を削除する。 



(7) 公共事業道路橋りょう新設改良費は、不要不急の道路計画等を見直し、９，

６５１，９１３千円を減額する。 

(8) 県単独道路橋りょう新設改良費は、９５７，２９１千円を減額する。 

(9) 国直轄道路事業負担金は、全額国が負担をすべきであるため、５，８１３，

０００千円を削除する。 

(10) 日本河川協会等分担金は、１,５８７千円を削除する。 

(11) 県単独河川総合開発事業費を見直し、３１５，０００千円を減額する。 

(12) 国直轄河川事業負担金は、全額国が負担をすべきであるため、２，３７４，

０００千円を削除する。 

(13) 国直轄海岸事業負担金は、全額国が負担をすべきであるため、１７０，０

００千円を削除する。 

(14) 国直轄砂防事業負担金は、全額国が負担をすべきであるため、１，１８０，

０００千円を削除する。 

(15) 公共事業港湾改良費を見直し、１，８７４，０００千円を減額する。 

(16) 国直轄港湾事業負担金は、全額国が負担をすべきであるため、３２１，０

００千円を削除する。 

(17) 空港利用促進費は、関西３空港の利用促進費、神戸空港推進協議会などの

空港関係協議会等分担金等を見直し、３６，４３９千円を削除する。 

(18) 神戸空港整備事業費補助金は、１２４，６８４千円を削除する。 

(19) 空港公園維持修繕費は、１７,１３６千円を削除する。 

(20) 空港維持修繕費は、４６８，８４９千円を削除する。 

(21) 但馬空港管理・運航対策費は、５２１，８２３千円を削除する。 

(22) 公共事業街路事業費は、園田西武庫線などの事業を見直すなど、２，１８

１，３５０千円を減額する。 

(23) 県単独街路整備費を見直し、１０３,２００千円を減額する。 

(24) 県立都市公園等維持管理費を見直し、７９５，２９４千円を減額する。 

(25) 国営明石海峡公園の国直轄事業負担金は、過大で必要性に問題があり、本

来全額国が負担をすべきであるため、１６８，０００千円を削除する。 

(26) まちづくり政策推進費を見直し、３７，５２５千円を減額する。 

(27) 土地区画整理事業費を見直し、５６４，５００千円を減額する。 

(28) 三宮再開発事業等市街地再開発事業に対する補助等を見直すために都市

再開発事業推進費を、３，８４２，０２２千円減額する。 

 

８ 警察費３７８，４４９千円を減額する。 

(1) 刑事警察費のうち、「裏金」の疑惑がもたれている捜査費を、さらに見直し

て、４５,０００千円を減額する。 



(2) 警察施設費のうち、一部交番の統合の見直しを行うため、３３３，４４９

千円を減額する。 

 

９ 教育費１６，５９１，７４４千円を増額する。 

(1) 国の高等教育修学支援新制度への上乗せを行うため、５０４，０００千円

を計上する。  

(2)  ３５人学級を中学 1年生に導入するために、１１２人の教員を増員するた

め中学校職員費を８９５，４４０千円増額する。 

(3) 県立大学授業料等無償化事業の対象を県外生に拡充するために１，０５０，

０００千円を増額する。 

(4) 小中学校給食費を無償化するため、小中学校給食無償化事業を創設し、１

４，５００，０００千円を計上する。 

(5) 教育行政企画費は、ひょうご教育創造プランのフォローアップ実施費等、６

６８千円を削除する。 

(6)  ひょうご学力向上プロジェクト推進費、２，５００千円を削除する。 

(7) 道徳教育を見直すため、道徳教育副読本配布事業費１２，０００千円を削

除する。 

(8)  奨学資金事業費は、債権回収事業の民間任せをやめるため、２５，４３５

千円を削除する。 

(9) １０年経験者研修実施費は、教員免許更新制度に関連するもので、２０，

６１１千円を削除する。 

(10) 中学で行われるトライやる・ウイークに自衛隊への参加を取りやめるた

めに、地域に学ぶトライやる・ウィーク推進事業費の５１，８５３千円を減額す

る。 

(11) 自然学校推進事業費は、日程などを柔軟な事業に見直し、２２０，１９１

千円を減額する。 

(12) 人権教育推進費のうち、人権教育指導者研修実施費等１，１００千円、人

権教育推進関係団体育成事業費１０，８４７千円、地域に学ぶ人権学習推進事業

費１２，４９１千円は、兵庫県人権教育研究協議会（旧兵同協）への補助金など

不公正な同和事業が残されており、削除する。 

 

１０ 予備費４００,０００千円を減額する。 

 

 

 

 



第４号議案 令和７年度兵庫県公共事業用地先行取得事業特別会計予算 

 

 歳 入  ３．０００，０００千円を減額する。 

    県債、３，０００，０００千円を削除する。 

 

 歳 出  ３，０００，０００千円を減額する。 

  公共事業用地費、３，０００，０００千円を削除する。 

  

 

以上 


